
（平成２２年９月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 22 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 37 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 26 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 2419 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和60年１月から同年３月までの期間及び61年１月から同年３月

までの期間の付加保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 61年１月から同年３月まで 

    私は、仕事を辞めた後、国民年金に任意加入し、加入当初から昭和 61 年

３月まで国民年金の定額保険料と一緒に付加保険料を納付していたはずで

ある。当時の領収書は残っていないが、Ａ市において申立期間の付加保険料

を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の任意加入資格を取得した昭和 53 年７月以降において

定額保険料の未納は無く、付加保険料についても申立期間以外に未納は無いこ

とから、年金制度に対する関心や保険料の納付意識は高いと考えられる。 

また、申立人は、Ａ市から送られてきた付加保険料を含んだ金額が記載され

た納付書以外の納付書によって保険料を納付したことは無いとしている上、申

立期間はいずれも３か月と短期間であり、申立期間①の前後及び申立期間②の

直前の付加保険料は納付（申立期間②以後の昭和 61 年４月からは第３号被保

険者）していることから、当該期間のみ付加保険料を納付しなかったとは考え

難い。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間①及び②の定額保険料は過年度

納付されていることが確認でき、これらの期間に係る付加保険料は、制度上、

納付できない(付加保険料は納付期限を経過して納付することはできない。)

ところ、申立期間①の前年度の昭和 59 年１月から同年３月までの期間につい

ては、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、申立期間①及び②と同様に定額保

険料が過年度納付であったと推認されるにもかかわらず、付加保険料を含めて



納付済みとされているなど、申立人の付加保険料に係る行政側の事務処理に不

適切な点がみられる。 

加えて、申立期間①及び②について、付加保険料の還付が行われた形跡も見

当たらない。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保険

料を納付していたものと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 2420 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42年７月から 43年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月から 43年３月まで 

    申立期間当時は、結婚して義母と同居しており、自営業であったため、夫

が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を夫と義母の

保険料と一緒に納付書でＡ市役所Ｂ出張所で納付するか、当時、出入りして

いたＣ信用金庫Ｄ支店の担当者に納付書と現金を渡して、保険料の納付を頼

んだりして、納付してくれていたと記憶している。 

保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年 11 月の結婚（戸籍上の婚姻は同年 12 月）後、夫が国

民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料については、夫婦及び義母の三人

分を夫が納付してくれていたとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿

及びオンライン記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、44 年９月

に払い出されていることから、国民年金手帳記号番号払出時点では、申立期間

のうち、42年７月から 43年３月までの保険料については、過年度納付するこ

とは可能であった。 

また、申立期間同様、過年度納付することが可能であった昭和 43 年度の保

険料については、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、昭和 44年 10月に納付

されていることが確認できる。 

さらに、申立人と一緒に保険料を納付していたとする夫及び義母はいずれも

申立期間は納付済みである上、国民年金に加入して以降 60 歳に到達するまで

の長期にわたり保険料の未納は無く、申立人も昭和 43年４月以降 60歳に到達



するまで長期にわたり未納は無いことから、家族の国民年金保険料を納付して

いたとする夫は保険料の納付意識は高かったと考えられる。 

これらを踏まえると、夫が申立期間のうち、昭和 42年７月から 43年３月ま

での国民年金保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

一方、申立期間のうち、昭和 40 年 11 月から 42 年６月までの保険料につい

ては、国民年金手帳記号番号払出時点では、時効により納付することはできな

いほか、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

これらを行ったとする夫は既に死亡しているため、加入手続時の状況、保険料

の納付状況等は不明である。 

また、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない上、夫が申立期間のうち、昭和 40年 11 月から 42年６月までの保険

料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）も無く、ほか

に保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和42年７月から43年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47年１月から 48年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 48年３月まで 

    父親が私と母親の国民年金加入手続を一緒に行い、加入後の国民年金保険

料も納付していた。父親は既に死亡しており、母親も高齢のため、申立期間

当時のことは何も分からない。保険料を納付したことを示す資料も無いが、

私の年金手帳には変更印が押されているものの、他人の氏名が記載されてい

るほか、私の指摘により昭和 51 年度の保険料がＡ市とＢ市の両方で重複納

付されていたことから、平成 20 年になって返金されるなど、当時の事務処

理が信用できない点もあるので、申立期間の保険料が未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において国民年金保険料の未納

が無い上、一緒に加入手続した母親も国民年金加入期間において未納は無いこ

とから、申立人及びその母親の加入手続及び加入後の保険料納付を行っていた

とする父親の納付意識は高かったことがうかがえる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の国民年金被保険者台帳によ

れば、申立人の国民年金手帳記号番号は、母親と連番で昭和 49年４月 11日に

Ａ市で払い出されており、母親は任意加入被保険者として資格取得したことと

されており、その資格取得日は同年２月 28 日とされていることから、この日

に初めて申立人の加入手続が行われ、その手続の際に資格取得日をさかのぼっ

て20歳到達時である46年＊月＊日とする事務処理がなされたものとみられる。

この加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、同年７月から同年 12 月

までの保険料は時効により納付することができないものの、47 年１月から 48



年３月までの保険料は過年度納付することが可能であった。 

  さらに、オンライン記録によると、申立人が主張するとおり、昭和 51 年 10

月から同年 12月までの保険料が平成 20年６月 24日に還付されていることが

確認できる。この還付された保険料が納付された時期は、申立人が婚姻（昭和

51年 11月）によりＡ市からＢ市に転居（国民年金被保険者台帳では同市への

住所変更年月日が同年 10月 24日と記載されている。）したころであり、当該

期間の保険料については、父親が納付書によりＡ市で納付するとともに、申立

人はＢ市に転入後に同市で納付したものと推認される。このことから、申立人

の加入手続を行った父親が加入手続が行われた昭和 48年度の保険料のみ現年

度納付し、申立期間のうち、過年度納付が可能であった期間の保険料について

納付しなかったとは考え難く、納付意識の高かった父親が当該期間の保険料を

納付したと考えても不自然ではない。 

  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和47年１月から48年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 2422 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年 11 月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 11月から 56年３月まで 

    母親がＡ市役所で私の国民年金の加入手続を行ってくれた。加入後の国民

年金保険料は母親が納付書により妻の分と一緒に納付してくれたと記憶し

ている。納付を証明するものは無いが、申立期間の保険料を納付したことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、５か月と短期間であり、かつ、申立人は、申立期間を除く国民

年金加入期間において、国民年金保険料の未納は無い。 

また、申立人及び婚姻（昭和 55 年５月）後における妻の分の保険料を納付

してくれていたとする母親は、国民年金制度発足当初の 36年４月から 60歳到

達の前月までの国民年金加入期間において未納は３か月（62 年４月から同年

６月まで）のみであることから、保険料の納付意識は高かったことがうかがわ

れる上、妻も婚姻前及び婚姻後の国民年金加入期間はすべて納付済みとされて

いる。  

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 56年７月 30日にＡ市で払い出されていることから、このころに

申立人の加入手続が行われたものとみられる。この手帳記号番号払出日を基準

とすると、申立期間の保険料は、過年度納付が可能である上、申立人の国民年

金被保険者台帳を見ると、昭和 55 年度の備考欄に「納付書発送」のゴム印が

押されていることから、当該年度の未納保険料について社会保険事務所（当時）

から過年度納付書が送付されたものとみられる。このため、前述のとおり、保

険料の納付意識が高かった母親が申立期間の保険料を、送付されてきた過年度

納付書により納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 2423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年 11月及び同年 12月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 11月及び同年 12月 

    私は、具体的にいつから国民年金の加入者になるのか分からずＡ市役所に

問い合わせたところ、平成２年 11 月からだと言われたので、その時から国

民年金保険料の納付を始めた。国民年金加入手続については母親が行ってく

れたと思うが、あまり覚えていない。送付されてきた国民年金の納付書と保

険料を毎月、母親に渡し、金融機関で納付してもらっていた。私はその領収

証書の領収日付印を毎月確認しており、申立期間も間違いなく保険料を納付

していたので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２か月と短期間であり、かつ、申立人は、国民年金加入期間にお

いて申立期間を除き国民年金保険料の未納は無い。 

また、申立人の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付したとする母親は、

昭和45年10月から厚生年金保険被保険者資格取得日の前月の平成２年１月ま

での国民年金加入期間（第３号被保険者期間を除く。）はすべて納付済みとさ

れていることから、申立人及びその母親の保険料の納付意識は高かったことが

うかがわれる。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号は、平成３年６月５日に払い出されていることから、

このころに申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際に、資格取

得日をさかのぼって 20 歳到達時の２年＊月＊日とする事務処理が行われたも

のとみられる。この申立人の手帳記号番号払出日を基準とすると、申立期間の

保険料を過年度納付することは可能であった。申立人の納付記録を見ると、申

立期間直後の３年１月から同年３月までの保険料が過年度納付されているこ



とが確認できることから、同様に過年度納付が可能であった申立期間の保険料

のみ納付しなかったとは考え難く、前述のとおり、保険料の納付意識が高かっ

た母親が、申立期間の保険料を過年度納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 2424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50年７月から 51年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 51年３月まで 

    私は 20 歳になって家業を手伝うようになり、母親が私の将来の生活保障

のために私の国民年金加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれてい

た。同じく申立期間当時同居していた兄は国民年金制度発足当初から国民年

金に加入しており、保険料は母親が加入当初から納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間はすべて納付済みとされている

ほか、昭和 54年度から 18年にわたる国民年金保険料は前納されている上、母

親が申立人の保険料と一緒に納付していたとする兄の納付記録を見ると、国民

年金制度発足当初の昭和36年４月から60歳到達日の前月の平成５年＊月まで

の国民年金加入期間はすべて納付済みとされていることから、母親の保険料の

納付意識は高かったことがうかがわれる。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出補助簿によれば、申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和52年８月31日にＡ市で払い出されており、

これ以前に申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないこ

とから、このころに初めて申立人の加入手続が行われ、この加入手続の際に、

資格取得日をさかのぼって20歳到達時の49年＊月＊日とする事務処理が行わ

れたものとみられる。この手帳記号番号払出日を基準とすると、申立期間のう

ち、同年１月から 50 年６月までの保険料は時効により納付することができな

いものの、同年７月から 51年３月までの保険料は過年度納付が可能である。 

さらに、申立人の納付記録を見ると、申立期間直後の昭和 51 年度の保険料



が過年度納付されていることが確認できることから、前述のとおり、申立人の

加入手続を行い、納付意識の高かった母親が過年度納付が可能であった昭和

50年７月から 51年３月までの保険料を未納としたとは考え難く、母親が当該

期間の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和50年７月から51年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 

 



愛知厚生年金 事案 4235 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成４年２月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月 20日から同年９月 12日まで 

    私は、Ａ社に、平成４年２月から６年８月まで、正社員として勤務した。

当時の給与明細書を提出するので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の同僚の証言から判断して、申立人は、申立期間において同社に

継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人と同様に積算業務を担当していた同僚は、「私は、入社してす

ぐに厚生年金保険の被保険者資格を取得した。当時、少なくとも、積算業務を

担当する社員には、試用期間はなかった。」と証言している。 

さらに、申立人から「５月分」と記載された給与明細書が提出されており、

申立人が同月の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていること

が認められるところ、当該給与明細書には「平成４年５月分」とは記載されて

いないものの、健康保険料、厚生年金保険料及び所得税の額は、同年５月に適

用されていた料率及び税率を適用して得られた額と一致している上、Ａ社の複

数の同僚は、当該給与明細書の様式について覚えがあると証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書により確認できる保

険料控除額から、36万円とすることが妥当である。 



なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案4236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準賞与額に係る記録を53万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立人の申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を申立期間②は58

万3,000円、申立期間③は62万1,000円、申立期間④は59万4,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年８月31日 

             ② 平成18年８月10日 

             ③ 平成18年12月20日 

             ④ 平成19年８月10日   

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間①については、賞与支払届

に記載されている金額に誤りがあり、申立期間②から④までの期間について

は、同届書が提出されていなかったとのことなので、申立期間について、標

準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された賞与明細表により、申立人は、

申立期間において、その主張する標準賞与額（53 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、過失により 26 万 5,000 円の標準賞与額に相当する賞与額の届

出を行ったことを認めていることから、事業主が 26 万 5,000 円を賞与額とし

て社会保険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主

張する標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②、③及び④について、Ａ社から提出された申立期間の賞与明細表

により、申立人は、当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間②は 58万 3,000円、申立期間③は 62万 1,000

円、申立期間④は 59万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案4237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準賞与額に係る記録を37万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立人の申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を申立期間②は44

万4,000円、申立期間③は43万4,000円、申立期間④は48万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年８月31日 

             ② 平成18年８月10日 

             ③ 平成18年12月20日 

             ④ 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間①については、賞与支払届

に記載されている金額に誤りがあり、申立期間②から④までの期間について

は、同届書が提出されていなかったとのことなので、申立期間について、標

準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された賞与明細表により、申立人は、

申立期間において、その主張する標準賞与額（37 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、過失により 18 万 5,000 円の標準賞与額に相当する賞与額の届

出を行ったことを認めていることから、事業主が 18 万 5,000 円を賞与額とし

て社会保険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主

張する標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②、③及び④について、Ａ社から提出された申立期間の賞与明細表

により、申立人は、当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間②は 44万 4,000円、申立期間③は 43万 4,000

円、申立期間④は 48万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案4238 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準賞与額に係る記録を66万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立人の申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を申立期間②は72

万6,000円、申立期間③は75万2,000円、申立期間④は75万9,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年８月31日 

             ② 平成18年８月10日 

             ③ 平成18年12月20日 

             ④ 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間①については、賞与支払届

に記載されている金額に誤りがあり、申立期間②から④までの期間について

は、同届書が提出されていなかったとのことなので、申立期間について、標

準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された賞与明細表により、申立人は、

申立期間において、その主張する標準賞与額（66 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、過失により 22 万円の標準賞与額に相当する賞与額の届出を行

ったことを認めていることから、事業主が 22 万円を賞与額として社会保険事

務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立期間②、③及び④について、Ａ社から提出された申立期間の賞与明細表

により、申立人は、当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間②は 72万 6,000円、申立期間③は 75万 2,000

円、申立期間④は 75万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案4239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該期間の標準賞与額に係る記録を30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

申立人の申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を申立期間②は40

万5,000円、申立期間③は39万6,000円、申立期間④は48万1,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成17年８月31日 

             ② 平成18年８月10日 

             ③ 平成18年12月20日 

             ④ 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間①については、賞与支払届

に記載されている金額に誤りがあり、申立期間②から④までの期間について

は、同届書が提出されていなかったとのことなので、申立期間について、標

準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された賞与明細表により、申立人は、

申立期間において、その主張する標準賞与額（30 万円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、過失により 15 万円の標準賞与額に相当する賞与額の届出を行

ったことを認めていることから、事業主が 15 万円を賞与額として社会保険事

務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

申立期間②、③及び④について、Ａ社から提出された申立期間の賞与明細表

により、申立人は、当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間②は 40万 5,000円、申立期間③は 39万 6,000

円、申立期間④は 48万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案4240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は

40万円、申立期間②は63万5,000円、申立期間③は40万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年８月10日 

             ② 平成18年12月20日 

             ③ 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間について、賞与支払届が提

出されていなかったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間①、②及び③の賞与明細表により、申立人は、

当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は 40 万円、申立期間②は 63 万 5,000 円、

申立期間③は 40万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



愛知厚生年金 事案4241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は

30万円、申立期間②は34万2,000円、申立期間③は30万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年８月10日 

             ② 平成18年12月20日 

             ③ 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間について、賞与支払届が提

出されていなかったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間①、②及び③の賞与明細表により、申立人は、

当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は 30 万円、申立期間②は 34 万 2,000 円、

申立期間③は 30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



愛知厚生年金 事案4242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は125

万円、申立期間②は109万3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年８月10日 

             ② 平成18年12月20日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間について、賞与支払届が提

出されていなかったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間①及び②の賞与明細表により、申立人は、当該

期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は 125 万円、申立期間②は 109 万 3,000



円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



愛知厚生年金 事案4243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は42万

8,000円、申立期間②は41万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年８月10日 

             ② 平成18年12月20日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間について、賞与支払届が提

出されていなかったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間①及び②の賞与明細表により、申立人は、当該

期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は 42万 8,000円、申立期間②は 41万 9,000



円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



愛知厚生年金 事案4244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は

48万円、申立期間②は50万8,000円、申立期間③は50万4,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年８月10日 

             ② 平成18年12月20日 

             ③ 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間について、賞与支払届が提

出されていなかったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間①、②及び③の賞与明細表により、申立人は、

当該期間において同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細表において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は 48 万円、申立期間②は 50 万 8,000 円、

申立期間③は 50万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



愛知厚生年金 事案4245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされて

いるが、申立人は、その主張する厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立期間の標準賞

与額を７万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和60年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成19年８月10日 

  私は、申立期間当時、Ａ社に勤務しており、申立期間に支給された賞与か

ら厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間について、賞与支払届が提

出されていなかったとのことなので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間の賞与明細表により、申立人は、申立期間にお

いて、その主張する標準賞与額（７万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が事務手続

をしていなかったとして届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）

は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 4246 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 47 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万 6,000 円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、昭和45年６月からＡ社に勤務し、社命により、47年４月１日に関連

会社のＢ社に転籍となった。 

しかし、厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、申立期間につい

ては、被保険者記録が無く、１か月の空白期間とされていることが分かった。

保険料控除が証明できる資料は無いが、継続して勤務していたことは確かな

ので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から判断して、申立人がＡ社及び同社

の関連会社のＢ社に継続して勤務し（昭和47年４月１日にＡ社からＢ社に異

動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保険

厚生年金保険被保険者原票の昭和47年２月の記録から７万6,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は昭和61年２月７日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期

間当時の関連資料を得ることはできない上、当時の事業主は既に死亡している

ため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いが、事業主が資格喪失日



を47年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所(当時)がこれを同

年３月31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年

金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案 4247 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（15 万円）であったと認められることから、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額の記録を 15万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 10月及び同年 11月 

    Ａ事業所在職中に、Ｂ社の内定をもらったので、Ａ事業所を平成９年８月

に退職し、同年 10 月からＢ社に勤務した。長く続けたいと思っていたが、

体調を崩したため同年 12月半ばに、やむを得なく退職した。 

    Ｂ社での給与は、Ａ事業所と大差なくもらっていたと記憶しているにもか

かわらず、Ｂ社での標準報酬月額が極端に低い額となっているため、正しい

標準報酬月額に変更してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、Ｂ社に

おける資格取得時に、報酬月額を１万 5,000 円として、９万 2,000円で決定さ

れていることが確認できる。 

しかしながら、平成９年当時において、給与額が月額で１万 5,000円である

とは通常考え難い上、申立人の標準報酬月額は、Ｂ社における同僚の標準報酬

月額と比較して著しく低い額となっている。 

また、Ｂ社の社会保険事務を委託されていた社会保険労務士が保管する事業

所台帳の写しによると、申立人の厚生年金保険資格取得時の標準報酬月額は

15 万円と記録されている上、同時期に手続が行われた雇用保険の資格取得時

の給与額は 15万 4,000円と記録されていることが確認できる。 

さらに、Ｂ社を管轄していた年金事務所は、「報酬月額の入力時に、15万円

とするところ１万 5,000 円として、入力を間違えた可能性が高い。」と回答し

ている。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た

標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（15 万円）であったと認め

られることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 15 万円に訂

正することが妥当である。



愛知厚生年金 事案 4248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に

係る記録を昭和31年７月16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和31年７月16日から同年８月１日まで 

    私は、Ａ社に昭和24年10月から44年２月１日まで継続して勤務した。しか

し、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いことに納得できないので、

記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答から判断して、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から

同社Ｂ支店に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の回答によると、当該異動は昭和 31 年７月

11 日付けであったとされており、申立人は、申立期間において既に同社Ｂ支

店で勤務していたものと認められることから、申立期間については、同社同支

店における資格取得日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における厚

生年金保険被保険者台帳の昭和31年８月の記録から、１万8,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、資料は無いものの保険料を納付したと主張しているが、これ



を確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案 4249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、＜標準報酬月額

＞（別添一覧表参照）に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年８月から平成８年９月まで 

 私が、Ａ社（勤務実態は、関連会社であるＢ社で勤務。）に勤務していた

期間のうち、昭和 62 年８月から平成８年９月までの標準報酬月額が給与明

細書の厚生年金保険料の控除額に基づく標準報酬月額と比較して低く記録

されているので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成元年６月、同年 10月、同年 12月から３年２月までの

期間、同年４月から７年９月までの期間及び同年 11 月から８年９月までの期

間については、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、当該期間

においてオンライン記録より高額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間のうち、平成元年７月から同年９月までの期間、同年 11月、

３年３月及び７年 10 月については、申立人から給与明細書は提出されていな

いものの、その前後の月の給与明細書により確認できる厚生年金保険料控除額

が同額であることから判断して、当該期間においても前後の月と同額の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と推認できる。 

さらに、申立期間のうち、平成元年４月及び同年５月については、申立人か

ら提出された給与明細書によると、Ｂ社では毎年４月に給与の昇給が行われる

とともに、保険料控除額も改定されていることがうかがえるところ、申立人か



ら提出された平成元年度の当該期間以外の月に係る給与明細書（元年６月、同

年 10月及び同年 12月から２年３月までの期間）の厚生年金保険料控除額はす

べて同額であることから、当該期間においても元年度の当該期間以外の月と同

額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと推認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確認又

は推認できる保険料控除額又は報酬月額から＜標準報酬月額＞（別添一覧表参

照）に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、給与

明細書において確認又は推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と、オ

ンライン記録の標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主

は、オンライン記録どおりの標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出

ており、その結果、社会保険事務所は、当該期間について、当該標準報酬月額

に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係

る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

一方、申立期間のうち、昭和 62 年８月から平成元年３月までの期間につい

ては、申立人及び当時の同僚は、当該期間の保険料控除額及び報酬月額を確認

できる給与明細書等を保存しておらず、Ａ社の元役員も、「もう廃業している

ので、当時の資料も残っていない。」と回答しており、申立人に係る当該期間

における保険料控除について確認できない。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除さ

れていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



別紙＜標準報酬月額＞一覧表

標準報酬月額 標準報酬月額

平成元年 ４月 24万円 平成５年 １月 34万円

５月 24万円 ２月 34万円

６月 24万円 ３月 34万円

７月 24万円 ４月 36万円

８月 24万円 ５月 36万円

９月 24万円 ６月 36万円

１０月 24万円 ７月 36万円

１１月 24万円 ８月 34万円

１２月 24万円 ９月 36万円

平成２年 １月 22万円 １０月 36万円

２月 22万円 １１月 36万円

３月 22万円 １２月 36万円

４月 36万円 平成６年 １月 34万円

５月 34万円 ２月 36万円

６月 36万円 ３月 36万円

７月 34万円 ４月 38万円

８月 36万円 ５月 38万円

９月 36万円 ６月 38万円

１０月 36万円 ７月 38万円

１１月 36万円 ８月 32万円

１２月 36万円 ９月 38万円

平成３年 １月 32万円 １０月 38万円

２月 34万円 １１月 32万円

３月 34万円 １２月 38万円

４月 34万円 平成７年 １月 34万円

５月 36万円 ２月 38万円

６月 36万円 ３月 38万円

７月 38万円 ４月 32万円

８月 38万円 ５月 32万円

９月 36万円 ６月 32万円

１０月 34万円 ７月 32万円

１１月 38万円 ８月 32万円

１２月 36万円 ９月 32万円

平成４年 １月 34万円 １０月 32万円

２月 38万円 １１月 32万円

３月 36万円 １２月 32万円

４月 36万円 平成８年 １月 32万円

５月 38万円 ２月 32万円

６月 38万円 ３月 32万円

７月 38万円 ４月 32万円

８月 36万円 ５月 32万円

９月 38万円 ６月 32万円

１０月 38万円 ７月 32万円

１１月 38万円 ８月 32万円

１２月 36万円 ９月 32万円

申立期間 申立期間



愛知厚生年金 事案 4250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年 12月１日から 39 年８月 20日まで 

  私は、脱退手当金サンプル調査で、脱退手当金を受け取ったことになって

いると知った。私は、脱退手当金の制度すら知らないので、自分で手続する

ことはない。当該期間について、被保険者として復活させ、年金額に反映さ

せてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期間につ

いてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっており、２回の被保険者

期間のうち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保険

者台帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、

申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は昭和

38年 12月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求

したとは考え難い。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期  

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



愛知国民年金 事案 2425 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年１月から 52年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から 52年５月まで 

    会社退職の際、上司から「老後のために国民年金保険料を納めた方が良

い。」と言われたので、結婚後、Ａ市Ｂ区にある自宅近くの郵便局で 40 歳

くらいの女性に、毎月 1,200円ぐらいの国民年金保険料を納付していたので、

申立期間について、保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚後、Ａ市Ｂ区の郵便局で申立期間の保険料を毎月納付したと

しているが、保険料納付の前提となる国民年金加入手続を同区役所で行った記

憶は無い。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号は昭和 52 年８月にＣ市で払い出されたことが確認でき、これ以外に申立人

に対し別の記号番号が払い出された形跡が見当たらないことから、申立人はこ

のころに初めて同市において国民年金加入手続を行ったものと考えられる。 

さらに、申立期間は夫が厚生年金保険被保険者であったことから、国民年金

の任意加入の対象となる期間であり、申立人が所持する年金手帳及びオンライ

ン記録のいずれにおいても、申立人は昭和 52 年６月に任意により国民年金被

保険者資格を取得していることが確認できることから、申立期間は国民年金に

未加入であり、保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人が当時居住していたＡ市においても申立人が国民年金に加入

し、申立期間の保険料を納付していた記録は存在しない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(確定申告書、家計簿等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2426 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年３月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 51年３月まで 

    私は、20 歳の時から国民年金に加入していたと思うが、国民年金保険料

を納付しなかったという記憶は無く、申立期間に１回も納付していないのは

おかしいと思うので、申立期間について、国民年金保険料を納付していたこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に関する

記憶は明確ではなく、これらの状況についての詳細は不明である。 

また、申立人は、20 歳のころから国民年金に加入していたのであれば保険

料を納付していると思うとしているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51年 10月ごろに払い出されており、こ

れ以外に申立人に対し別の記号番号が払い出された形跡も見当たらないこと

から、このころに初めて申立人に係る国民年金加入手続が行われ、申立人が

20歳になった 43年＊月にさかのぼって国民年金被保険者資格を取得したもの

とみられる。これらのことから、申立人は申立期間当時、国民年金に未加入で

あったこととなり、保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人の上記払出日を基準とすると、過年度納付によりさかのぼっ

て申立期間の一部の保険料を納付することは可能であったものの、前記のとお

り、申立人は申立期間の保険料納付に関する記憶は明確ではないことから、過

年度納付に係る具体的な証言は得られない上、申立期間の保険料が過年度納付

されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、オンライン記録によると、妻については、婚姻（昭和 47 年１月）

した年度である昭和 46 年度以降の保険料は納付済みとされているものの、申



立人からの聴取では、妻の納付状況の詳細も不明であるほか、国民年金手帳記

号番号払出簿によると、妻の記号番号は 47 年２月ごろに払い出されているの

に対し、申立人の記号番号が払い出されたのは上記のとおり 51年 10月ごろで

あることから、妻の保険料が納付されていることをもって、申立人の当該期間

について保険料が納付されていたものと推認することまではできない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和61年12月から平成２年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月から平成２年２月まで 

    私は、当時は学生であったため、母親が国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付していたと思うので、申立期間について、国民年金保険料

を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続に直接関与しておらず、これを行ったとする母

親は、加入手続についての記憶は明確ではないことから、申立期間に係る加入

手続の詳細は不明である。 

また、母親は、申立人が 20 歳になったころ、母親自身の住所地であるＡ市

において申立人の加入手続を行い、保険料の納付を行っていたとしているが、

申立人に係る戸籍の附票によると、申立人が 20歳に到達した昭和 61年＊月時

点の申立人の住所地はＢ市にあったことが確認でき、この時点では、Ａ市にお

いて国民年金加入手続及び保険料納付を行うことができなかったものとみら

れる。 

さらに、申立人は、申立期間を通じて学生であったとしていることから、当

時、国民年金の任意加入対象者となり、加入義務は無かったところ、申立人に

対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申立人が

20 歳に到達した当時の住所地であるＢ市及びその後の住所地であるＡ市（昭

和 62年３月にＢ市から住所変更。）のいずれにおいても、申立人が国民年金に

加入していたことをうかがわせる記録は存在しないほか、母親は、通常、加入

手続後に交付されるべき申立人に係る年金手帳は受領しなかったともしてい

る。これらのことから、申立人は、申立期間においては国民年金に未加入であ

ったものとみられ、母親が当該期間の保険料を納付することはできなかったも



のと考えられる。 

加えて、母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2428 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年４月から６年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月から６年３月まで 

    20 歳になったのを契機に国民年金保険料を納付するよう通知が来たので、

父親が国民年金加入手続を行い、市から送られてきた納付書にあるとおり３、

４回に分けて郵便局で保険料を納めてくれていた。国民年金のことを父親と

話し合ったことや、実家に帰省していた時は自分で郵便局に保険料を納めに

行ったこともあるので、申立期間について、保険料の納付があったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は 20 歳になったのを契機に父親が国民年金加入手続を行ったとして

いるが、これを行ったとする父親は既に死亡していることから、申立期間に係

る加入手続、保険料納付状況等の詳細は不明である。 

また、オンライン記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成８

年５月ごろに払い出されたと推認でき、これ以外に申立人に対し別の記号番号

が払い出された形跡は見当たらないことから、このころに初めて申立人の国民

年金加入手続が行われ、５年＊月（20 歳到達時）から６年３月（同年４月に

厚生年金保険被保険者資格を取得。）までをさかのぼって国民年金被保険者期

間とする事務処理が行われたものとみられる。このことから、申立人は申立期

間当時、国民年金に未加入であったこととなり、保険料を納付することはでき

なかったものと考えられる上、上記加入手続時期を基準とすると、申立期間は

時効により保険料を納付できなかった。 

さらに、申立人は申立期間の保険料を郵便局で納付したとしているが、申立

人の申立期間当時の住所地であるＡ市では郵便局で保険料を納付することは

できなかったことから、申立人の主張とは相違する。 



加えて、父親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 11月、同年 12月及び８年８月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年 11月及び同年 12月 

             ② 平成８年８月 

    私は、平成６年 10 月にそれまで勤務していた会社を退職した後、次の会

社に就職して厚生年金に加入するまでの期間について、Ａ市において国民年

金保険料を納付していたはずである。また、８年８月についても同様に保険

料を納付したと思う。年金手帳の記録を見ると、申立期間の保険料を納付し

ているので、申立期間について、納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の国民年金保険料について、会社を退職した後

にＡ市において加入手続をして保険料を納付したとしているが、加入手続の方

法、時期や場所並びに保険料の納付金額及び納付場所についての記憶は曖昧
あいまい

で

あることから、加入手続及び保険料納付の詳細な状況は不明である。 

また、申立人の戸籍の附票によると、申立人がＡ市に居住したのは、平成８

年９月以降であり、申立期間①及び②当時はＢ市Ｃ区に居住していたことが確

認できることから、Ａ市において国民年金に加入し、保険料を納付することは

できない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録欄には、申立期間①及

び②に係る被保険者資格の得喪日が記載され、Ａ市のゴム印が押されていると

ころ、同市が国民年金手帳に資格取得に係る記載等を行うことができたのは、

上記申立人がＢ市Ｃ区からＡ市に転居した平成８年９月以降であり、その時期

は申立人が同市において国民年金に再び加入する手続を行った 10 年５月と推

認されることから、申立人は申立期間当時、国民年金に未加入となり、保険料



を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、Ａ市において年金手帳に申立期間①及び②に係る記載等が行われた

時点を基準とすると、申立期間①については既に時効が成立しており、さかの

ぼって保険料を納付することはできなかったと考えられ、申立期間②について

は、申立人は平成８年８月 14 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、そ

の５日後の同年８月 19 日に再び厚生年金保険の被保険者資格を取得している

ことが確認できることから、制度上、国民年金保険料の納付は不要であり、保

険料を納付していたとは考え難い。 

このほか、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人は、申立人が所持する年金手帳の国民年金の資格記録に申立期

間①及び②が記載されていることをもって、当該期間の保険料を納付していた

と主張しているが、このことは、資格取得期間であることを示すものであり、

保険料の納付があったことを示すものではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年４月から７年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月から７年３月まで 

    私は、申立期間当時、短大生であったが、平成６年＊月、20 歳になった

のを契機に、母親がＡ市Ｂ区役所で私の国民年金加入手続を行ってくれた。

国民年金保険料の納付は、母親が毎月、郵便局で自身の分と一緒に納付し、

領収書を受け取っていたと聞いている。２歳年下の妹も同じような経緯で加

入手続をし、保険料は母親が納付し、領収書も残っている。姉妹分け隔てす

るような母親ではなく、母親や妹には未納が無いのに、私だけが未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする母親は、申立人の加入手続時期及び加入手

続場所についての記憶が曖昧
あいまい

である上、加入手続後に交付される年金手帳の受

領の有無については覚えておらず、申立期間の保険料納付についても申立人と

一緒に納付した記憶しかないとしており、申立人に係る加入手続及び申立期間

の保険料納付状況の詳細は不明である。  

また、申立人は、平成６年＊月ごろに母親がＡ市Ｂ区役所で国民年金の加入

手続を行ったとしているところ、オンライン記録では、申立人の国民年金被保

険者資格取得日は、基礎年金番号導入（９年１月）後の 13 年７月１日とされ

ており、基礎年金番号導入前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、同市においても申立期間において申立人が国民

年金に加入していた記録は存在しない。このため、申立人の資格取得日を基準

とすると、申立期間は国民年金に未加入となることから、母親は当該期間の保



険料を納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2431 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 11 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月から 49年３月まで 

    私は、申立期間当時、学生で実家から離れていたが、住民票は実家のＡ町

のままにしておいた。父親から、「国民年金の案内が届いたので加入手続を

行い、こちらで保険料を納付しておく。」と聞いた記憶がある。会社に就職

した２年ほど後に、父親から納付を中止した旨の連絡を受けたが、手帳等を

受け取らずにそのままにしておいた。納付を証明するものは無いが、申立期

間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡していることから、加入手

続及び申立期間の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人に国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらない上、Ａ町においても、申立人が国民年金

に加入していた記録は存在しないなど、申立人が国民年金に加入していた事実

が確認できない。このため、申立期間は国民年金に未加入であったこととなり、

父親は当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年

４月から 49 年３月までは厚生年金保険被保険者期間とされていることから、

当該期間の国民年金保険料が納付されていた場合、国民年金保険料は還付され

ることとなるが、当該期間の保険料が還付された形跡は見当たらない上、申立

人も保険料の還付について父親から聞いたことはないとしている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2432 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から同年 11月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から同年 11月まで 

    私は、勤務先を退職後の昭和 46 年４月ごろにＡ市役所で国民年金の加入

手続を行い、同市役所で国民年金保険料を納付した。加入手続及び保険料納

付状況に関する記憶は無く、保険料を納付していたことを証明するものは無

いが、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年４月ごろにＡ市役所で国民年金の加入手続を行い、同

市役所で国民年金保険料を納付したとしているところ、申立人は、加入手続後

に交付される年金手帳の受領、申立期間の保険料納付等についての記憶は無い

としていることから、加入手続及び申立期間に係る保険料納付状況の詳細は不

明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出補助簿によると、申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和 46 年 11月１日に払い出され、同年 12 月

22 日に任意加入被保険者として資格取得したこととされている上、Ａ市が保

管する記録においても、申立人の資格取得日は同一日とされていることから、

この資格取得日に初めて申立人の加入手続が行われたものとみられる。このた

め、この資格取得日を基準とすると、申立期間において申立人は、共済組合加

入者の配偶者であり、国民年金の任意加入対象者であったことから、制度上、

加入手続の時点からさかのぼって資格を取得することはできず、申立期間は国

民年金に未加入となり、当該期間の保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2433 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12年１月、同年５月から同年７月までの期間及び 15年５月か

ら 16 年１月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 12年１月 

             ② 平成 12年５月から同年７月まで 

             ③ 平成 15年５月から 16年１月まで 

    私が 20 歳になった時、母親がＡ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続をして

くれた。その後も、私が事業所を辞めるたびに母親が同区役所で加入手続を

してくれ、国民年金保険料については、私が同区役所から送付されてきた納

付書により、毎月、同区役所の窓口で納付した。申立期間の保険料が未納と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続は、すべて母親が行い、申立期

間の国民年金保険料は、自身がＡ市Ｂ区役所から送付されてきた納付書により、

毎月、同区役所の窓口で納付したとしているところ、申立人は、申立期間の保

険料の納付時期及び納付金額についての記憶が無いとしているほか、同市では、

保険料の収納業務は区役所窓口では行っていなかったとしている上、平成 14

年４月からは、保険料徴収事務は国に一元化され、市町村では取り扱っていな

かったことから、申立人の主張と相違する。 

また、申立期間①及び②の時期では、保険料の収納事務は、電算による納付

書作成、領収済通知書の光学式文字読取装置（ＯＣＲ）による入力等、事務処

理の機械化が図られていること、及び申立期間③の時期の保険料の収納事務は、

前述のとおり、平成 14 年４月に保険料収納事務が国に一元化されたことに伴

い、事務処理の機械化が一層促進されたことなどから、誤った納付書の発行、

記録漏れ、記録誤り等が生ずる可能性は少なくなっていると考えられる。 



さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 



愛知国民年金 事案 2434 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 11 月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 11月から 41年３月まで 

    私は、昭和 41 年ごろに国民年金の加入手続を行い、その後、自宅に来る

集金人に 遡
さかのぼ

って国民年金保険料が納付できると言われたので、申立期間の

保険料を集金人に納付した。申立期間の保険料が未納とされていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年ごろに申立期間の国民年金加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を３か月に一度自宅に来た集金人（国民年金推進員）に 遡
さかのぼ

って保険料が納付できると言われ、２年分まとめて納付し、その後は３か月ご

とに集金人に納付したとしているところ、申立人は、申立期間のうち、 遡
さかのぼ

っ

てまとめて納付した２年分の保険料額は覚えていないほか、この納付した２年

分以外の期間の保険料の納付時期及び納付金額についての記憶も無い上、Ａ市

では、過年度保険料は、集金人（国民年金推進員）は取り扱っておらず、申立

人も申立期間の保険料は金融機関では納付した記憶は無いとしていることか

ら、申立人の申立期間に係る保険料納付状況に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録、国民年金手帳払出控及び国民年金受付処理簿による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、２回払い出されており、１回目は、昭

和 40 年４月 26 日にＡ市Ｂ区で払い出されているが、同年８月 20 日に資格取

消とされ、２回目は翌年の 41 年５月 21 日に資格取得日を 37 年＊月＊日（20

歳到達時）として同区で払い出されていることが確認できる。このため、申立

人の国民年金加入手続は、２回目の手帳記号番号が払い出されたころに行われ、



この加入手続において 遡
さかのぼ

って同年＊月＊日（20 歳到達時）を資格取得日と

する事務処理が行われたものとみられる。このことは、申立人が所持する国民

年金手帳の記載内容とも符合する。この手帳記号番号払出時期を基準とすると、

申立期間のうち、同年 11月から 39年３月までの保険料は時効により納付する

ことはできず、同年４月から 41 年３月までの保険料については過年度納付す

ることは可能であったものの、前述のとおり、申立人の申立期間の保険料納付

状況に係る記憶は曖昧
あいまい

であり、申立人が当該期間の過年度保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2435 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年３月の国民年金保険料については、還付されていないもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年３月 

    平成３年４月から学生でも国民年金に強制加入になったので、母親が私の

国民年金加入手続と保険料納付を行い、同年４月から４年３月までの領収書

を所持している。ねんきん特別便で、国民年金の加入月数が 11 か月となっ

ていたので照会したところ、還付しているとの回答があった。しかし、還付

された記憶が無いので、社会保険事務所（当時）に問い合わせたところ、還

付ではなく、同年３月は厚生年金保険に加入しているので、国民年金保険料

の納付自体されていないという回答だった。手元には 12 か月分の領収書が

ありつじつまが合わないし、還付を受けた記憶も無いので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する平成３年度国民年金保険料領収書を見ると、申立人が主張

するとおり、申立期間の国民年金保険料（9,000 円）が平成４年３月 30 日に

納付されていることが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は、平成４年３月 25 日に厚生年金

保険被保険者資格を取得したこととされている。このため、申立期間の保険料

は、厚生年金保険と重複することから、過誤納保険料となり、還付されること

となる。同記録の過誤納記録欄を見ると、申立期間の保険料（9,000 円）は、

申立人が厚生年金保険に加入したことを理由に同年６月 12 日に還付決定され、

同年６月 26 日に母親名義のＡ銀行Ｂ支店の普通預金口座に振り込まれたこと

が明記されている上、母親は、申立期間の保険料が振り込まれたとされている

銀行口座を開設しているとしていることから、この還付記録に不自然な点は見

受けられない。 

また、ほかに申立期間の保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 



愛知厚生年金 事案 4251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月 21日から 43 年５月 21日まで 

    私は、昭和 42年８月ごろＡ社に入社し、平成 15年１月に退社した。 

ねんきん定期便を確認したところ、資格取得日は昭和 43年５月 21日とさ

れており、申立期間の厚生年金保険の記録が空白になっていることが分かっ

た。勤務していたことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の記録によると、申立人の資格取得日は昭和 43 年１月５日とされ

ていることから、申立人は、申立期間のうち、同年１月５日以降の期間におい

てＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、Ａ社は、「当時の人事記録等は残っていないが、データベースによ

ると、申立人の社員番号である＊番について、昭和 43年５月 21日に仮雇、同

年７月 21 日に本雇に登用と記録されている。しかし、それ以前の記録は無い

ので、当該期間の勤務実態等については分からない。」と回答しており、申立

人の同社における厚生年金保険被保険者資格の取得日と、同社のデータベース

上の申立人の仮雇日は一致していることが確認できる。 

また、申立期間にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している

同僚 35 人について、厚生年金保険被保険者資格の取得日と同社のデータベー

スの記録を突合したところ、仮雇日より２ないし３か月前に被保険者資格を取

得している者が８人認められるものの、申立人と同様に、仮雇日と被保険者資

格の取得日が一致している者が 27人と多数であることが確認できる。 

さらに、Ｂ健康保険組合における申立人の健康保険資格の取得日は、厚生年

金保険資格の取得日及び仮雇日と一致していることが確認できる。 



加えて、仮雇日と同日に被保険者資格を取得している同僚は、「当時、入社

してから仮雇になるまでには、試用期間があり、その間は社会保険に加入する

ことはできなかった。配属先により対応は異なり、長い人の場合には、試用期

間が１年から２年もあった。」と証言しており、また、仮雇日より前に被保険

者資格を取得している同僚は、「Ａ社に入社した際に、会社から、当社では試

用期間があり、その間休まず出勤したら本採用にすると言われた。私は、入社

してから約２年間も厚生年金保険に加入させてもらえず、被保険者資格を取得

してからさらに３か月後に仮雇になった。」と証言していることから、申立期

間当時、Ａ社では、試用期間の長さは一律でなく、すべての社員について、入

社後直ちに厚生年金保険の被保険者資格を取得させていなかった状況がうか

がえる。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4252 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和31年３月27日から同年５月１日まで 

             ② 昭和35年８月30日から同年９月１日まで 

  私は、昭和31年３月27日にＡ社に正社員として採用され、35年８月31日に

退職したにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録は31年５月１日から

35年８月30日までとされている。申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が名前を挙げた申立期間当時の取引先の事業主

は、「Ａ社は、中学を卒業した者を、毎年、数人技術者として採用していた。

申立人が、中学を卒業して、すぐに同社に入社してきたことを覚えている。」

と証言しているところ、申立人は、「私は、兄の紹介で、中学を卒業して、す

ぐにＡ社に入社した。入社日は、昭和 31年３月 27日だったことをはっきりと

覚えている。」と述べていることから、申立人が、当該期間において、Ａ社に

勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は、昭和 41年７月 29日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、商業登記簿謄本によれば、同年３月＊日に解散し、同年 11 月＊

日に清算結了している上、当時の事業主は既に死亡しているため、申立人に係

る厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

また、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が認められる複数の同僚は、

「入社しても､すぐには厚生年金保険に加入させてもらえなかった。」、「会社は、

仕事ぶりを見て給料を決め、厚生年金保険に加入させるかどうかについても決

めていた。すぐには厚生年金保険に加入させてくれなかった。」と証言してお

り、当時同社では、入社後直ちにすべての社員について厚生年金保険の被保険



者資格を取得させていなかった状況がうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の当該期間に、申立

人の名前は見当たらず、健康保険整理番号の欠番も確認できない。 

申立期間②について、上述のとおり、Ａ社は、既に解散しており、当時の事

業主は死亡しているため、当該期間の申立人に係る勤務実態及び厚生年金保険

の取扱いについて確認できない。 

また、申立人は、当時の同僚の名前を覚えておらず、Ａ社において厚生年金

保険被保険者記録が認められる複数の同僚は、申立人のことを覚えていない旨

証言しており、申立人の当該期間における勤務実態をうかがわせる証言は得ら

れない。 

   さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が被保険

者資格を喪失した前後の時期に被保険者資格を喪失した同僚は、「自分の退職

日と被保険者資格の喪失日とは一致している。」と証言している。 

このほか、申立期間①及び②について、厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年７月から２年９月まで 

私のＡ社における標準報酬月額については、平成元年７月から２等級上が

っていなければならないはずなのに、２年９月までの期間について、従前の

標準報酬月額のまま据え置かれている。支払明細書を提出するので、さかの

ぼって適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された支払明細書により、申立期間について、その主張する

給与月額が支給されていたことが認められる。 

しかし、当該支払明細書で確認できる申立期間に係る厚生年金保険料控除額

に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していること

が確認できる。 

また、Ａ社から提出された申立期間当時の給与関係資料（申立人に関する給

与の明細データ）によれば、申立期間において同社が源泉控除した申立人に係

る厚生年金保険料控除額は、当該支払明細書で確認できる厚生年金保険料控除

額と同額であることが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4254 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間①について、申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②について、申立人は、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和49年１月18日から50年９月１日まで 

②  昭和50年９月から51年１月まで    

私は、派遣会社であるＡ社に昭和48年春ごろに入社し、各会社に派遣され

ていた。また、私は、勤務した期間において、給与は、毎月15万円はもらっ

ていたと思う。 

申立内容について、調査し、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の記録及び同僚の証言から判断して、入社し

た時期は特定できないが、申立人は、当該期間においてＡ社に勤務していたこ

とが認められる。 

しかし、Ａ社は、昭和51年12月17日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、商業登記簿謄本によれば、同社は同年９月＊日に解散し、当時の事

業主は死亡しているため、当該期間の申立人に係る厚生年金保険の取扱い等に

ついて確認できない。 

また、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が認められる複数の同僚は、

「申立人の名前は覚えていない。Ａ社では、当時、試用期間があった。」、「申

立人のことは覚えていない。社員の中には、社会保険に加入しない人もいた。」

と証言しており、当時、同社では、すべての社員について入社後直ちに厚生年

金保険の被保険者資格を取得させていなかった状況がうかがえる。 

さらに、申立人が名前を挙げた複数の同僚(１人は姓のみ)については、いず

れも同人を特定することができない上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票において確認できない。 



加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の当該期間に、申立

人の名前は見当たらず、健康保険整理番号の欠番も確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で 

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 申立期間②について、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正された形跡はうかがえない。 

また、前述のとおり、Ａ社は昭和 51 年９月＊日に解散しており、事業主は

死亡しているため、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを確認できない。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、同社の複数の

同僚の標準報酬月額と申立人の標準報酬月額との間に特段の差異は認められ

ない上、当時の同僚は、給与明細書等は保管していないと証言している。 

このほか、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年２月 28日から 27年２月１日まで 

             ② 昭和 27年７月２日から同年 11月１日まで 

             ③ 昭和 28年５月 31日から 30年５月９日まで 

    私は、労務・経理事務員として、昭和 27 年１月末までＡ社に勤務した。

その後、Ｂ社で、経理事務担当者として、同年 10 月末まで勤務した。さら

に、Ｃ事業所で、労務・経理事務員として２年間余り勤務した。申立期間に

ついて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社の当時の事業主の妻及び申立期間に同社の厚生年

金保険被保険者資格を喪失している同僚の証言から判断して、退職した時期

は特定できないが、申立人は、申立期間に同社に勤務していたことがうかが

える。 

しかし、Ａ社は、昭和 25 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間①のうち、同日後の期間において適用事業所であった記

録は確認できない。 

また、商業登記簿謄本によれば、Ａ社は、平成５年 10 月＊日に解散してお

り、当時の事業主も死亡しているため、当該期間の申立人に係る勤務実態及び

厚生年金保険料の取扱いについて確認できない。 

さらに、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が認められる同僚は、「当

時、建設資材が高騰し、その影響で利益が出なくなっており、会社の経営が苦

しくなっていた。翌年の昭和 26年に、会社はつぶれた。」と証言しているとこ

ろ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、昭和 25 年１月

から同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった同年４月１日までの期



間に、申立人及び 13 人の同僚全員が暫時被保険者資格を喪失していることが

確認できることから、当時、同社では、経営上の理由により、計画的に被保険

者数を削減したものと考えられる。 

加えて、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）、健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及びオンライン記録における申立人の被保険者資格の

喪失日（昭和 25年２月 28日）は、いずれも一致している。 

申立期間②について、Ｂ社は、当時の関係資料が無く分からないと回答して

おり、当該期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確

認できない。 

また、Ｂ社において厚生年金保険被保険者記録が認められる同僚は、「私は、

申立人の後任としてＢ社に入社したので、申立人の名前は聞いたことがある。

しかし、入社した時には、申立人は、既に退職しており、会ったことはない。」

と証言しているところ、当該同僚は、申立人が被保険者資格を喪失した約２週

間後に、同社の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）、健康保険厚生

年金保険被保険者名簿及びオンライン記録における申立人の被保険者資格の

喪失日（昭和 27年７月２日）は、いずれも一致している。 

申立期間③について、Ｃ事業所の当時の事業主の子息及び同事業所と同一建

物に入居していた別の会社の社員の証言から判断して、期間は特定できないが、

申立人は、同事業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、商業登記簿謄本によれば、Ｃ事業所は、昭和 56年 10月＊日に解散

しており、当時の事業主の子息が、火事で関係資料はすべて焼失したので当時

のことは分からないと回答していることから、当該期間の申立人に係る勤務実

態及び厚生年金保険料の取扱いについて確認できない。 

また、Ｃ事業所は、厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない

ところ、同事業所の当時の事業主についても、同事業所における厚生年金保険

被保険者記録は認められない。 

   このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4256 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正14年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和29年５月１日から36年８月５日まで 

Ａ社は、昭和29年５月に法人化しているが、私は、法人化以前から同社

に勤務しており、申立期間当時から厚生年金保険の被保険者であったはずな

ので、申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の従業員の証言から、申立人は、申立期間について、Ａ社で勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が保管する厚生年金保険被保険者証の資格取得年月日

は、昭和36年８月５日と記載されており、申立人に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票に記載された厚生年金保険被保険者資格取得日の記録と一致す

る。  

 また、昭和29年５月１日から36年８月５日までの期間について、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前は見当たらず、整理番号に

欠番は無い。 

さらに、Ａ社は、昭和39年10月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

いる上、当時、社会保険の事務を担当していた監査役は既に死亡しており、当

時の申立人に係る厚生年金保険料の控除等について確認することはできない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案4257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和37年４月１日から40年６月１日まで 

    年金記録を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険の資格喪失日は、

昭和37年４月１日とされており、申立期間における同社での厚生年金保険被

保険者記録が無いことが分かった。 

しかし、Ａ社には昭和40年５月末まで正社員で勤務していたので、申立期

間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言及びＡ社から提出された申立人の退職日が記載された社内報に

より、申立人が、申立期間において同社Ｂ支店に勤務していたことが認められ

る。 

しかし、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び同社Ｂ支

店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、昭和 36 年

４月１日から 37 年４月１日までの期間、同社（同社Ｃ支店及び同社Ｂ支店）

において被保険者記録が継続していることが確認できるが、その後、申立人が

申立期間に同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した形跡は見当

たらない。 

また、申立人の父親が経営していたとされるＤ社の商業登記簿によると、申

立人は、昭和 31年に同社の取締役に就任しており、オンライン記録によると、

Ａ社入社前の 35 年５月１日付けでＤ社において厚生年金保険の被保険者資格

を取得しており、申立期間を含め同日から 52 年７月 31日までの期間における



同社での厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

また、Ｄ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申

立人が昭和 36 年 11 月に婚姻した妻及び 37年＊月に出生した子は、同社で申

立人の被扶養者として記録されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店で申立人と申立期間に一緒に勤務していた同職種の同僚

は、「申立人は、Ａ社Ｂ支店で勤務していながらも、家業のＤ社で取締役の仕

事をしていた。申立人から家業の仕事について何度か話を聞いたことがある。」

と証言している。 

加えて、Ａ社は、「申立人は、昭和 40年５月末まで在籍していたが、当時の

賃金台帳等は無いため、申立人の厚生年金保険の取扱いは不明である。」とし

た上で、「当社は、申立期間から現在に至るまで、原則、兼業は禁止である。」

と回答していることから、申立人が同社で勤務しながら、Ｄ社に籍を置き兼業

していたという特殊な状況を勘案すると、Ａ社における厚生年金保険の取扱い

についても、申立人は、通常の同社の従業員とは異なる取扱いとされていた可

能性がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4258 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年ごろから 62年３月ごろまで 

 Ａ事業所に勤務していたのに厚生年金保険の被保険者記録が無いので、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が名前を挙げた元上司の証言から判断して、申立人は、時期は定かで

ないが、申立期間当時、Ａ事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ事業所は、昭和 62 年９月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間については適用事業所で

あった記録は確認できない。 

また、Ａ事業所の当時の事務担当者は、「申立人に記憶は無く、どういう勤

務条件で働いていたかも分からない。当時、当社は厚生年金保険の適用事業所

ではなかった。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所から社会保険事務を委託されている顧問事務所は、「Ａ事

業所を含め同事業所の関係会社の連名簿から、申立人が主張している名前につ

いて調べてみたが、該当する者は見当たらなかった。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4259（事案 1163の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年３月から 31年９月１日まで  

 私は、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について厚生年金保険の

被保険者記録が無いので、被保険者として認めてほしいとして年金記録確認

の申立てをしたところ、平成 21年４月 16日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知文書をもらった。 

新たな資料等は無いが、申立期間において、健康保険被保険者証をもらい、

使用した覚えがあるので、再度調査の上、申立期間について、被保険者とし

て認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚の証言から判断して、申立人が、申

立期間にＡ社に勤務していたことは推認できるものの、同社は既に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主からも保険料の控除につい

て確認できないこと、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出票から、申立人

の年金手帳記号番号が昭和 31 年９月４日に同社で払い出されたことが確認で

きるとともに、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間にお

ける健康保険の整理番号に欠番が見られないこと、申立期間における厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと等から、既

に当委員会の決定に基づき、平成 21年４月 16日付け年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

 これに対し、申立人は、「新たな資料等は無いが、申立期間に健康保険被保

険者証を使用した覚えがあるので、再度調査してほしい。」と申し立てている

ところ、当該主張のみでは、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められない。 



   また、申立人が使用した覚えがあると主張している健康保険被保険者証につ

いては、申立人が名称を挙げている医療機関は、その所在を確認することがで

きない上、申立人はほかの医療機関については名称を記憶していないため、申

立人の主張を裏付ける事情を確認できない。 

このほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4260  

   

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月 26日から 40年９月１日まで 

 昭和 37 年１月１日から 40 年８月 31 日までＡ社に勤務し、退職後、間を

置かずにＢ社に入社し、同年９月１日から同社に勤務した。申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間において継続してＡ社に勤務し、その後、間を置かず

にＢ社に入社した。」と主張している。 

しかし、当該期間にＡ社において厚生年金保険被保険者資格を取得した同僚

10 人からは、申立人が申立期間に同社に勤務していたとする証言が得られな

い上、当該期間にＢ社において被保険者記録のある者３人が、「申立人は、申

立期間にＢ社に勤務していた。」と証言していることから判断すると、申立人

は、入社時期は特定できないものの、申立期間においては、申立てに係るＡ社

ではなくＢ社に勤務していたものと推認できる。 

また、申立人と同時期にＢ社に入社したとされる同僚には、同社における被

保険者記録が確認できない。 

さらに、Ｂ社の申立期間当時の専務及び事務担当者は、「自分の被保険者記

録と実際の勤務期間は一致していない。」と証言している。 

   加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間における

健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除及びＡ社におけ

る勤務実態について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4261（事案 1710の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年２月１日から９年１月１日まで 

    前回の申立てに対する委員会の判断には、到底納得できないので、再度申

立てをする。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社の商業登記簿の記載及び申立人の妻

の証言から、申立人が申立期間に同社に勤務していたことは推認できるものの、

申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失手続及び健康保険証の回収処理など

社会保険事務所（当時）の一連の手続に不自然な点はみられないこと、申立人

は、平成７年３月１日から国民健康保険に加入していること、同社は、既に解

散、清算結了しており、当時の資料は保管されていない上、事業主である申立

人も当時の記憶が無いとしていることから、申立人の厚生年金保険料が給与か

ら控除されていた状況は確認できないなどとして、既に当委員会の決定に基づ

き、21年９月 30日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

これに対し、申立人は、「前回の申立てに対する委員会の判断には、到底納

得できない。」と主張し、申立期間について再度申し立てたものであるが、申

立人から新たな資料等の提出は無く、当該主張のみでは、委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情とは認められない。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4262（事案 1711の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年２月１日から 56年３月１日まで 

    前回の申立てに対する委員会の判断には、到底納得できないので、再度申

立てをする。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の夫の証言から、申立人は、申立

期間にＡ社に勤務していたことは推認できるものの、申立期間において夫の被

扶養者として認定されていること、同社は、既に解散、清算結了しており、当

時の資料は保管されていないことから、申立人の厚生年金保険料が給与から控

除されていた状況は確認できないなどとして、既に当委員会の決定に基づき、

平成21年９月30日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

これに対し、申立人は、「前回の申立てに対する委員会の判断には、到底納

得できない。」と主張し、申立期間について再度申し立てたものであるが、申

立人から新たな資料等の提出は無く、当該主張のみでは、委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情とは認められない。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4263（事案 454の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年３月 11日から同年９月１日まで 

 ② 昭和 40年 10月 15日から 44年 10月まで 

前回の申立てについて、厚生年金保険料をＡ社の給与から控除されていた

ことが確認できないという通知を受けたが納得できない。また、申立期間に

ついて、厚生年金保険に加入していたのに、国民年金の記録になる理由が無

い。再度調べて、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、申立人がＡ社に勤務していたこ

とは推認できるものの、同社は、厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、同社の在籍記録及び厚生年金保険に係る資料は廃棄済みのため、申立人

の申立期間における厚生年金保険の取扱いについて確認できないなどとして、

既に当委員会の決定に基づき、平成 20 年 10月 23 日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「前回の決定には納得できない。申立期間について、

厚生年金保険に加入していたにもかかわらず、国民年金の記録になる理由が無

い。」などと主張し、申立期間①及び②について再度申し立てたものである。 

しかし、申立人から新たな資料等の提出は無く、新たにＡ社、及び申立期間

①と②の間に被保険者記録が確認できるＢ社の複数の同僚から調査協力が得

られたが、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたとする証言がある一

方、正確な期間は特定できないものの、同時期に申立人がＢ社に勤務していた

ことをうかがわせる証言もある。 

また、申立期間より前の期間にＡ社における被保険者記録が確認できる同僚



は、「自分が勤務していた当時は、全員厚生年金保険に加入していたはずだと

思うが、申立期間当時は、既に退職しているため、厚生年金保険の取扱いにつ

いて分からない。」と証言しており、申立期間に同社における被保険者記録が

確認できる複数の同僚は、「申立期間当時、自分が厚生年金保険に加入してい

たこともよく知らなかったので、会社の厚生年金保険の取扱いについては全く

分からない。」と証言しており、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことをうかがわせる証言は得られない。 

なお、申立期間については、国民年金の納付済期間となっていることが確認

できるが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 47 年６月７日に払い出されていることが確認でき、そのころ、申

立人の国民年金加入手続が行われ、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失

した 40年３月 11日までさかのぼって資格取得したものとみられるところ、申

立期間の国民年金保険料は、特例納付により納付されたことが、国民年金被保

険者台帳により確認できることから、社会保険事務所（当時）の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4264 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月 31日から同年８月１日まで 

   私は、Ａ社に昭和 58年７月 31日まで勤務しており、厚生年金保険料を控

除されていたにもかかわらず、資格喪失日が間違って同日とされている。申

立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社に昭和 58年７月 31日まで勤務していた。」と主張している

ものの、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における離職日は、同年７月

30日とされている。 

また、Ａ社は、平成 10 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、同社を承継するＢ社は、「資料を引き継いでいないため、申立人の

退職日については不明。」と回答しており、申立人のＡ社における退職日につ

いて確認できない。 

さらに、申立人から提出された給与明細書及びＡ社の元社会保険事務担当者

の証言により、同社では、厚生年金保険料を翌月の給与から控除していること

が確認できるところ、当該給与明細書によると、申立人は申立期間に係る厚生

年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。  



愛知厚生年金 事案 4265 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年６月 23日から 44年３月 31 日まで 

昭和 41 年３月に学校からの紹介でＡ社に入社した。２年から３年働いた

記憶があるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社では２年から３年働いた記憶があるが、同社における厚生

年金保険の被保険者記録は入社後の３か月しかない。」と主張しているところ、

Ａ社の人事記録によると、申立人は昭和 41年６月 23日に同社を退職したとさ

れている上、雇用保険の記録においても、同日が同社における申立人の離職日

とされていることが確認できる。 

また、Ａ社は、「申立期間に申立人が勤務していたことを確認できる資料等

は無い。」と回答している上、同社において申立期間に厚生年金保険被保険者

記録が認められ、同社で勤務していたとする複数の同僚は、いずれも、「申立

人を記憶していない。」と証言していることから、申立人の申立期間における

勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4266 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年５月から同年７月まで 

申立期間にＡ社に勤務しながらＢ社にも勤務していた。同社での報酬がＡ

社の標準報酬月額に反映されていないので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間にＡ社に勤務しながらＢ社にも勤務していたにもかか

わらず、申立期間のＡ社の標準報酬月額にＢ社の報酬額分が合算されていな

い。」と主張している。 

しかし、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票に、「48.11 Ｂ社 49.

５.１ ２以上取消」、Ｂ社の同原票に、「48.11 Ａ社 49.５.１ ２以上取消」

と記載されていることから判断すると、２以上事業所勤務届が提出され、申立

人は、当時２つの事業所に勤務していたことはうかがえるものの、申立人がＢ

社とＡ社の両事業所に勤務していた時期は、申立人の主張とは異なり、申立期

間より前の昭和 48 年 11 月から 49 年４月までの期間であると考えられるとこ

ろ、当該期間の標準報酬月額は、Ｂ社とＡ社の両事業所の報酬月額が合算の上、

算定されているものと推認できる。 

また、Ｂ社は、「当時のことを知る者はいないので、当時のことは分からな

い。」としており、同社の当時の事務担当者は、「私は、昭和 49 年４月にＢ社

に入社し、入社後しばらくの間、申立人から引継ぎを受けた。」と証言してい

る。 

さらに、Ａ社は既に解散している上、同社の事業主及び同僚も連絡先不明な

どのため、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いにつ

いて確認できない。 



このほか、申立期間において申立人が２つの事業所に勤務していたこと及び

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、申立人が、「当

該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は

知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められる場合につい

ては、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されている。 

そのため、仮に、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることがで

きたとしても、申立人は、申立期間においてＡ社の事務担当者であり、特例法

第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを

知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められる

ことから、申立期間については、同法に基づく記録訂正の対象とすることはで

きない。



愛知厚生年金 事案4267 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年７月１日から 34年４月１日まで 

                          ② 昭和 34年４月 10日から同年 12月 28日まで 

                          ③ 昭和 35年８月１日から 36年 10月８日まで 

私は、昭和33年７月１日から34年４月１日までＡ社、同年４月10日から同

年12月28日までＢ社Ｃ支店、35年８月１日から36年10月８日までＤ社に勤務

していたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

保険料控除が証明できる資料は無いが、いずれの申立期間も、各事業所に

勤務していたことは確かなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が記憶している同僚のうち、当該期間にＡ社に

おける厚生年金保険被保険者記録が確認できる者は５人いるが、死亡している

か連絡先不明であるところ、Ａ社は、昭和 39 年７月 21日に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっている上、当時の事業主は既に死亡しているため、当該

期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人が当該期間の後に勤務したとするＢ社Ｃ支店の同僚として申立

人が記憶している者は、「申立人とは、昭和 33年７月に、一緒にＢ社Ｃ支店に

入社した。」と証言しているところ、申立人も、「当該同僚とは一緒に入社し、

私はその年の 12 月ごろに当該同僚より後れて退職した。その後、実家の農業

を手伝っていた。」としていることから、当該期間については、申立人は、Ａ

社ではなく、Ｂ社Ｃ支店に勤務し、その後は勤務していない期間が有ったもの

と考えられる。 

なお、Ｂ社Ｃ支店は、オンライン記録によると、昭和 35 年１月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、当該期間において適用事業所であったこ

とが確認できない上、38年９月 22日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな



っており、適用事業所になった時期の事業主に聴取しても、「厚生年金保険料

の控除については記憶が無い。」としている。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ社Ｃ支店に勤務していたと主張している

が、上述のとおり、同社同支店で勤務したのは、申立期間①の期間であり、同

社同支店を退職した後は、実家の農業を手伝っていたとしていることから、Ｅ

社で昭和 34 年９月９日に資格取得するまでは、どの事業所にも勤務していな

かったことがうかがえる。 

また、当該期間のうち、Ｅ社において資格喪失した昭和34年10月19日以降の

期間については、申立人は、「Ｅ社の次に被保険者記録の有るＦ社Ｇ支店は、

Ｅ社の下請会社であり、同社とＦ社Ｇ支店は続けて勤務した。最初の数か月は、

臨時雇いの扱いで、厚生年金保険の資格取得はしなかった。」としていること

から、当該期間はＦ社Ｇ支店の勤務であったが、同社では入社と同時に厚生年

金保険の被保険者資格を取得させる取扱いを励行していなかったことがうか

がえる。 

さらに、Ｅ社は、昭和 45 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっている上、当時の事業主は既に死亡しているため、当該期間における勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

申立期間③について、Ｄ社の現在の事務担当者は、「当社の人事記録に、申

立人の氏名は無い。当社の社員が採掘作業をすることはないため、申立人は、

当社の下請会社の社員だと思う。」としているところ、申立期間当時、申立人

が勤務していたと主張する現場で勤務していた同社の従業員二人は、「Ｄ社か

ら同現場に派遣されていた従業員の中に、申立人と同じ氏名の者はいない。」

としている上、そのうちの一人は、「申立人は、Ｄ社の下請会社のＨ社の従業

員であった。」としている。 

なお、Ｈ社は、オンライン記録によると、昭和 45 年８月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、当該期間において適用事業所であったことが確

認できない。 

また、Ｈ社は、昭和 47年８月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、当時の事業主とも連絡が取れないため、当該期間における勤務実態

及び厚生年金保険料の控除を裏付ける証言を得ることはできない。 

さらに、Ｈ社が適用事業所になった日に資格取得している者のうち一人に聴

取したところ、「申立人については、記憶が無い。適用前の期間については、

厚生年金保険料の控除は、無かった。」としている。 

加えて、申立人が記憶する同僚６人のうち、５人は既に死亡しているか連絡

先が不明である上、残りの１人は、申立人について記憶が無いとしている。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4268 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年２月ごろから同年６月１日まで 

                          ② 昭和 38年 10月ごろから 40年２月１日まで 

私は、昭和 38年２月ごろにＡ社に入社し、同年７月まで継続して勤務し

た。また、同年 10月ごろから 40年１月 31 日までＢ社で勤務した。 

しかし、厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、申立期間①及び②

の被保険者記録が無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和38年６月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期間は、適用事業所であった

ことが確認できない。 

また、Ａ社は、申立人の勤務期間は不明としている上、同社に被保険者記録

のある複数の同僚に照会したが、申立人の当該期間における勤務実態をうかが

わせる証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、事業主及び同僚の証言、並びに申立人が保管している

昭和39年の年賀はがき及びＢ社の社名が入った帳面から判断すると、勤務期間

は不明だが、申立人が同社に勤務していたことが認められる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所であ

ったことが確認できない。 

また、申立人が記憶しているＢ社の事業主や同僚についても、当該期間にお

ける厚生年金保険の被保険者記録が確認できない上、同僚は、「Ｂ社は厚生年



金保険の適用事業所ではなかったと思う。」と証言している。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4269 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月１日から平成元年５月１日まで 

私は、昭和 58 年４月１日から平成元年４月 30 日までＡ社で確かに勤務

していたが、厚生年金保険の被保険者記録を見ると、その期間がすべて空白

となっている。同社で厚生年金保険料が控除されていた記憶もある。申立期

間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、事業主の証言及び申立人から提出された昭和 60年から 62

年までの給与所得の源泉徴収票から判断すると、申立人は、申立期間の一部に

おいてＡ社に勤務していたことは認められる。  

しかし、Ａ社の事業主は、｢小さな会社だったから、設立から解散まで一度

も厚生年金保険に加入することはなかった。｣と証言しているところ、オンラ

イン記録によると、同社は、厚生年金保険の適用事業所であったことが確認で

きない。 

また、上述の源泉徴収票から確認できる社会保険料等の金額は、雇用保険料

に相当し、厚生年金保険料が控除されていたことはうかがえない。 

さらに、申立人及び事業主は、｢申立期間当時、Ａ社の従業員は、Ｂ国民健

康保険組合に加入していた。｣と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案4270（事案1875の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正12年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和24年10月１日から26年６月１日まで 

 前回の申立てについて、平成21年11月５日付けで年金記録の訂正は必要

でないとする通知文書をもらった。 

    しかし、申立期間にＡ社Ｂ支店に勤務していたのは間違いないので、新た

な資料や証拠は無いが、再度審議の上、申立期間について厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間に係る申立てについては、申立人は、昭和24年10月１日以降のＡ社

Ｂ支店での業務内容を覚えており、申立人の職歴メモには、詳細に同社での

勤務期間について記載があることから、申立人は申立期間に同社に勤務して

いたことが推認できるが、厚生年金保険適用事業所台帳によれば、同社同支

店は、同年10月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立

期間は適用事業所であったことが確認できないこと、申立人が退職するまで

一緒に勤務していたとする支店長を含む複数の同僚は、申立人と同日に被保

険者資格を喪失していることが確認できること、同社同支店は現存しておら

ず、当時の同僚の連絡先は不明であること、また、申立人が26年１月から同

年２月にかけて受診したとする病院には、当時の記録は残っていないことの

ほか、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認で

きる関連資料及び周辺事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基

づき、平成21年11月５日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

  これに対し、申立人は、「新たな資料や証拠は無いが、前回の審議結果に納

得できない。」と主張し、再申立てを行っているが、当該主張のみでは、委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認めることはできない。 

  そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4271 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 29年８月１日から 33年２月 20日まで 

② 昭和 34年 12月 25日から 39年４月３日まで 

私が勤務したＡ社は、夫の父親が経営する会社だった。結婚準備のため、

昭和 33 年２月にいったん退職し、結婚後同社に再び就職した。夫婦で働け

ば年間 10万円の貯蓄をし、５年後に独立させてくれるという約束だったが、

約束が果されなかったため、39 年３月に夫の父親の了解を得ずに、勝手に

同社を辞めて実家に戻った。脱退手当金を申請したことはなく、受け取った

記憶も無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、当該期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無

く、当該期間に係る厚生年金保険資格喪失日（昭和33年２月20日）から約３か

月後の同年５月23日に支給決定されており、厚生年金保険被保険者台帳（旧台

帳）には、「33220」と申立人の被保険者資格喪失日とみられる記載のほか、「脱

退手当金」との判が押されており、当時、当該脱退手当金の裁定庁との間にお

いて必要な照会及び回答があったことをうかがわせる記載が認められるなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間①とこれより後の申立期間②の被保険者記号番号とは別番号

となっており、申立期間①の脱退手当金を受領したために番号が異なっている

ものと考えるのが自然である。 

申立期間②について、当該期間の申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 



このほか、申立期間①及び②について、申立人から聴取しても受給した記憶

が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4272 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年６月 16日から 38 年 12月 11日まで 

申立期間は、脱退手当金を支給済みとのことであるが、私には、当該手当

金を受給した記憶が無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が勤務していたＡ社において、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪

失日である昭和 38年 12月の前後約３年以内に資格を喪失し、６か月以内に厚

生年金保険の被保険者資格を別の事業所等で再取得していない受給資格のあ

る女性 11 人(申立人を含む。)の脱退手当金の支給記録について、同社の健康

保険厚生年金保険被保険者原票により確認したところ、８人(申立人を含む。)

に支給記録が確認できる上、いずれの同被保険者原票にも、脱退手当金の支給

を意味する「脱」の表示が記載されている。 

また、前述の８人のうち連絡先の把握できた同僚の１人は、｢退職時に、事

業所から脱退手当金の受給意思を確認された。受給を希望すれば事業所が手続

をしてくれた。｣と証言している。 

 さらに、申立人に聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 4273 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年３月 23日から 38年８月 31日まで 

             ② 昭和 42年２月 10日から同年 11月１日まで 

社会保険事務所（当時）で、Ａ社及びＢ社に勤務していた期間について、

脱退手当金を支給済みと言われたが、Ａ社を退職した時には、全く説明を受

けておらず、退職金なども一切受け取っていない。脱退手当金をもらった覚

えは無いので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金の支給については、申立人の申立期間に係る脱退手当金の脱退手

当金裁定請求書が現存しており、脱退手当金裁定伺が作成されているなど、適

正に裁定手続を行っていることが確認できる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金が支給さ

れていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱

退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保

険者資格喪失日から約５か月後の昭和 43 年４月５日に支給決定されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4274（事案 594の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月１日から同年９月 27日まで 

② 昭和 34年 12月 15日から 40年６月 25 日まで 

前回の申立てについて、平成 20 年 11 月 19日付けで年金記録の訂正は必

要でないとする通知文をもらった。 

しかし、脱退手当金の請求手続をした記憶も無く、受給もしていない。今

回、Ａ社Ｂ支店の元労務課長の連絡先及び同僚の厚生年金保険被保険者記録

を提出するので、再度審議の上、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給されて

いることを意味する「脱」表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当

金は、支給額に計算上の誤りは無く一連の事務処理に不自然さはうかがえない

こと、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらないことを理由として、既に

当委員会の決定に基づき、平成20年11月19日付け年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、申立期間当時の労務課長の連絡先及び同僚の厚生年

金保険被保険者記録を提出し、前回の申立てと同様に、脱退手当金の請求手続

を行ったことも、受け取ったことも無いと主張している。 

しかし、今回、申立人が新たな資料として提出した元労務課長の連絡先及び

同僚の厚生年金保険被保険者記録を基に、当該元労務課長及び同僚から聴取し

たものの、その証言から申立人の主張を認める事情はうかがえない。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらない

ことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。



愛知厚生年金 事案 4275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和27年５月17日から28年４月19日まで 

                          ② 昭和28年４月27日から同年７月８日まで 

             ③ 昭和28年７月８日から32年３月31日まで 

    平成21年に社会保険事務所（当時）で、厚生年金保険の被保険者記録を確

認したところ、Ａ社Ｂ支店及びＣ社に勤務した期間の厚生年金保険は、脱退

手当金が支給されているため、厚生年金の支給対象とはならないことが分か

った。 

       しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金が支給された時期は通算年金通則法施行前であり、20

年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給することはできな

かったことから、申立期間の事業所を退職後、昭和51年２月まで厚生年金保険

被保険者資格の取得が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さは

うかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金を支

給したとする記録がある上、申立期間の脱退手当金は、申立人が勤務した３事

業所の被保険者期間すべてが計算の基礎とされ、かつ、その支給額に計算上の

誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 4276 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年４月１日から46年９月１日まで 

    60歳前に社会保険庁（当時）から届いた私の年金記録には、厚生年金保険

の被保険者記録が無かったため、調査してもらったところ、Ａ社とＢ社の被

保険者記録が見付かったものの、申立期間に勤務していたＡ社の被保険者期

間については、脱退手当金が支給済みとのことであった。 

    しかし、私は、Ａ社を退職する際、総務の担当者から、「年金は合算でき

る。」と教えられたことを記憶しているが、脱退手当金についての説明を受

けた記憶は無いし、当然、受給もしていない。 

    また、申立期間の脱退手当金は、Ａ社を退職してから約３年もたってから

受け取ったことになっている上、Ｂ社の分は支給対象とされていないなど不

自然な点があり、納得できないので、調査の上、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請

求書及び領収証書には、申立人の署名及び押印が確認でき、脱退手当金裁定請

求書にはＡ社発行の昭和46年分退職所得の源泉徴収票が添付されていること

も踏まえると、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられ

る。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給

されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退

手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


